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1．私は、長年にわたり、石油資源探査のフィールドワークを通じて反射法地震探査

の技術開発と調査研究に従事し、その経験と成果を物理探査学会および大学での物理

探査の教育と研究に反映させてきました。 

 この度、大飯発電所の事件において、私の大飯発電所における反射法地震探査記録

についての所見 [1] に対して、関西電力株式会社（関電）によって、これを否定する

主張 [2] がなされていることを知りました。その主張は、地震・地震工学及び地盤工

学の専門家である澤田義博氏の意見書 [3]、および地質工学及び地質学の専門家であ

る小島圭二氏の意見書 [4] の内容を敷衍したということであります。両氏の意見書に

は、専門家として当然気づくべき事項を看過していることが指摘できます。御庁があ

らぬ誤解をされませぬよう、反射法地震探査の専門家として、また物理探査の研究者

の１人として、一言申し上げます。尚、末尾に反射法地震探査の概説を付します。 

 

2．関電は、大飯発電所敷地内において、A 測線・B 測線と名付けた測線に沿って反

射法地震探査を 2013 年に実施しています。私は A 測線の解析結果（深度断面図）に

断層構造の存在を示唆する回折波が記録されていることを指摘しました[1]。その後関

電は 2020 年に A 測線に並行する C 測線を設定し、反射法地震探査およびオフセット

VSP 探査によって弾性波トモグラフィー解析を実施しております[5]。弾性波トモグ

ラフィー解析断面は D 測線と呼ばれています。本意見書では、A 測線と C 測線の反

射記録および D 測線トモグラフィー解析結果について、それらを対比させながら所見

を述べます。下の図 1 に測線の位置関係の図を引用して示しておきます。 

 

図 1．測線配置図．[5]の図-10 を引用． 
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3．A 測線の深度断面における構造的な特異性 

図 2 に A 測線の深度断面図を示す。この反射記録断面の特徴は以下のようである。 

深度 500m 迄に地層境界からの反射波列が見られる。しかし、測線長 1.6km の区

間に､測線の西（図の左）からの距離がそれぞれ約 200m､350m､500～700m､1050m､

1400m に､反射波列の顕著なくいちがいが 5 箇所ある。すなわち、深さ 500m に対し

て平均 300m の短い間隔で地質構造が変化していることを示している。 

 

この変化の特徴は､図に橙色の印で示すように、 

① 反射波列の形が水平あるいは単調な傾斜でなく畝ったりしており、岩質または地

層の境界が実際に畝っていることを示していること、 

② 反射波列が連続的に連なっていなくて何カ所かで破断されており、断層や火山岩

のような貫入岩によって地盤や地層の水平方向の連続性が切断されていることが

示唆されること、 

③ 回折波（註 1）という双曲線状の特異な波列（図 2 橙丸囲み）が、反射波列の途

絶えた位置から記録され、断層の存在を強く示唆していること、 

④そして回析波の現れ方から、推定される断層の走っている方向が、原子炉建屋の方

向ではと危惧される（註 1）ことである。 

 

 

図 2．A 測線の深度断面．[6]の 17 頁を引用、加筆. 
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これらの特異な変化から､地質構造の小さいブロックでの傾斜運動や断層運動が､

現在に至るまで、おそらく鮮新世以降の数百万年にわたって断続的に起こっているこ

とが推測される。図には区間毎の反射波列と回折波を橙色の印で示した。 

図には「特異な構造は認められない」とする関電の評価が記されているが、上記の

ように断層構造が示唆される「特異な構造」である。 

 

 

4．D 測線オフセットの VSP トモグラフィー解析結果の地質構造解釈 

図 3 にオフセット VSP トモグラフィー解析（註 2）の結果を引用し、以下に解釈

を記す。 

 

(1) 解析結果の断面は100m/s刻みで彩色表示されているが、速度の基本的な構造は、

赤色:2300m/s 以下､黄色:3000m/s 前後､緑色:3500m/s 前後､淡青色:4000m/s 前後、

濃青色:4300m/s 以上に分けられる。 

 

(2) 4300m/s 以上（濃青色）が基盤と看做せる。基盤の特徴は全体的に下方に湾曲し

ているが､その中の３カ所に沈降部があることである。沈降部では、基盤は階段状

に落ちて基盤底部に至り、そして階段状に上昇して基盤高部になっている。なお、

VSP に用いられたボーリング孔は、A 孔・B 孔ともに基盤高部にある。 

 

  以下では、高位の基盤を基盤髙、低位の基盤を基盤低と表記する。図３のトモグ

ラフィー解析結果に示すように、基盤高を左から A、B、C、基盤低を X、Y、Ｚと

する。また測線上の位置を 距離 D（例えば 130D）と記す。基盤髙と基盤低の境目

及び基盤高･基盤低の特徴は、概ね、以下のようである。 

 

①基盤高 A と東境目 130D を経て基盤低 X の溝 200D の間｡ 

・基盤高 A は緩やかに東に傾斜し、東境目 130D から急傾斜に 2 段で沈降して狭い

溝状の 200D の基盤底 X に至る。 

・基盤高 A の東境目 130D 付近の上位層は、緑層が 150D､黄層が 160D 辺りで急

な傾きで撓曲して東に沈降して繋がっており､最上位の赤層は撓曲して厚さが沈

降部に向かって急に増している。 

・上記の撓曲の軸の傾斜、すなわち地層が撓む変曲点の位置がオーバーハング様に

傾斜している褶曲構造は、構造の東側が沈降する逆断層の可能性を示唆し、さら

に赤層の厚みの変化はその堆積期間中に逆断層が活動して落差が増長した可能

性を示唆している。 

②基盤低 X の溝 200D と東境目 260D の間。 

・基盤底 X の溝状の 200D から小幅で段状に昇り、基盤低 X の東境目（基盤高Ｂ

の西境目）260D に至る。 

・淡青の上位層は基盤低 X の谷を埋めるような厚み変化で堆積している｡緑と黄の

層の厚みは余り変わらない。 
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③基盤高 B の西境目 260D と東境目 350D の間｡ 

・基盤高 B の西境目 260D では、緑層と黄層の上位層の厚みは変わらないが、逆断 

層の可能性を示唆する撓曲の形状がみられる。 

・基盤高 B は緩やかな起伏で､上位層の厚みも変化がわずかなまま 350D に至る。 

④基盤低 Y の西境目 350D と東境目 D520 の間｡ 

・基盤低 Y は､基盤低 X に比べて､変化が緩やかである。 

⑤基盤高 C の西境目 520D から東境目 D730 の間｡ 

・基盤高は幾つかの起伏の変化を繰り返しているが全体的に比高は変わらない。 

・上位の緑層と黄層は下層の起伏を覆って平坦である。基盤層は 600D で頂部をな

し、淡青色の上部層は東方向に薄化し欠如している様相である。 

・また、特徴的なことは頂部の基盤層内部に､幅約 50m 深さ標高-50m 以深にまで、

4000m/s の低速度域があることである。これは、解析が正しければ、古地形とし

て頂部が露出していた時代に雨水風化による浸食の結果、空洞化した可能性が考

えられる。なお、若狭湾沿岸周辺には玄武洞を始め、多くの洞窟が分布している

（玉川洞窟観音、下長谷の洞窟、青の洞窟（2 カ所）、蘇洞門、明鏡洞、巌門、

じゃじゃ山洞窟、青龍洞・北朱雀洞（玄武洞）など）。このような洞窟が、基盤

が地表に近い時代に形成され、その後、新しい地層によって埋められた可能性が

ある。 

 

 

図 3．D 測線弾性波トモグラフィーの結果．[5]の図-5、8 頁を引用・加筆. 
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⑥基盤低 Z 

 基盤は 600D の頂部から凹凸を繰り返しながら東方向に緩やかに傾斜する。基盤

低 Zは 750D～800D にあって、幅は狭いが凹みの深さは 20ｍ以上であり、標高-30m

以深にまで沈降している。 

 

(3) 関電の解釈について 

図 3 に記されているように、関電は D 測線の構造について「多少の高低差はある

ものの、表層から 50m 程度で Vp=4.0km/s 以上の速度が確認できた。また、

Vp=4.6km/s の上面深度は E.L.0m～-50m 程度である」と、基盤が起伏に富み、3.5

～4.0km/s の低速度層が幅約 100m、深さ標高-50m 以深にまで沈降していることを

無視した杜撰な評価をしており、そのため、地史的な解析による断層運動に関わる

考察が無視されている。 

 

 

5．発振記録の特徴と走時異常 

 関電は、オフセット VSP 地震探査が適切に行われていることの確認のために発振

記録 CSP:41 を例示している[5、図-4]。次頁の図 4 に発振記録を引用して示し、その

特徴を以下に述べる。記録の解釈については、図 5 に示す発振記録の走時構造の概念

図を参照されたい。 

 

 CSP41 発振記録の特徴 

①記録断面上で発振点の左側と右側で、波列が非対称であり、直接波および屈折波

双方の走時が異なる。これは、発振点の左側と右側で、表層の伝播速度が異なっ

ていることに加えて、屈折波が伝わる基盤（屈折基盤）が傾斜しているかあるい

は基盤の速度が異なっていることを示している。 

②位置番号 100 付近までの直接波の走時は湾曲しており、速度が深さと共に漸増す

る「ミラージ層」の様相を示している。ミラージ層については註 3 を参照された

い。 

③位置番号 100 付近以遠で初動として記録される屈折波列の傾きは位置によって

異なる。これは屈折基盤の速度と深さとが場所により変化していることを示して

いる。 

④位置番号がおよそ 500 に傾きが逆の波列があり、位置番号 530 付近を挟んで、

走時が 200msec 秒前後とその後続波に顕著なくい違いがある。くい違い幅は約

20msec である。基盤屈折波のくい違いは落差の大きい断層を示唆する。基盤の

速度を 3000～4000m/s とすると、20msec の食い違いは 60～80m の落差に相当

する。 

 ・関連して、断層に特徴的な小振幅の屈折反射波列を、位置番号 500～200 の範

囲の走時 200～300msec に追跡することができる。屈折反射波については註 4 を

参照されたい。 
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 ・また、400msec 付近から、位置番号 530～450 の範囲に断層面からの回折波が

認められる。 

 ・断層近辺の位置番号 400～540 では、走時が顕著に上方に撓んでおり、断層に

近接する基盤が断層運動に引きずられて隆起している様子を示している。 

⑤位置番号 550～700 では、走時は湾曲して構造が不均質であることを示している

が、その部分にリンギング（多重反射）が記録長の全体にわたって比較的大きな

振幅で繰り返して現われ、位置番号 550～660 の屈折波初動の振幅が弱められて

いる。屈折波初動の読み取りに任意性のリスクがあると判断される。データ処理

が杜撰でリンギングの除去あるいは抑制ができていない。 

 

 なお、例示されている発振記録には発振点の位置と横軸距離のスケールが記載され

ておらず、走時異常を生じた位置は不明である。位置の特定が可能な資料を示すべき

である。 

 

 

 
 

図４．オフセット地震探査における発振記録．[5]の図-4 を引用加筆. 

薄青：直達波、緑：屈折波、赤：屈折反射波、茶：回折波. 
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図５．発振記録の走時構造の概念図. 

 

 

6．C 測線反射法地震探査記録について 

 「反射法地震探査の概説」に記したように、取得した記録は、S/N 比向上のための

フィルター処理とウエーブレット処理、CDP 重合のための NMO 補正・速度解析、

地層の位置や傾斜を補正するためのマイグレーションなどのデータ処理を行い、得ら

れた時間断面記録を、仮定した速度によって最終的な深度断面図とする。 

 図 6 にマイグレーション後の時間断面図[5、図-8]と深度断面図[5、図-9]を引用する。

両図は、縦軸の単位が異なるだけで形状は同じである（時間断面図の縦軸は往復走時）。

両図の対応する反射列を読み取って、時間断面図から深度断面図に変換した速度値を

推定する。400m 付近の１番目の強い反射相の往復走時は約 65msec、対応する深さ

は標高約-130m であるので、変換速度は約 4.0km/s、また次の強い反射相は約

140msec および約-290m であるので約 4.1km/s である。時間断面図と深度断面図は、

標高-300m 以深も同じ層序であるので、標高-1400m の深部まで平均速度を 4.0km/s

と見積もって深度断面図を作成していると思われる。トモグラフィー解析で求められ

ている速度分布とは大きく異なる。マイグレーション後の深度変換には、トモグラフ

ィー解析で得られた速度分布と整合するものを使うべきである。 

 

 図 6 の C 測線深度断面図は、図 2 に示される A 測線深度断面図とは、測線が重な

る部分ではほぼ同じ層序を反映するはずである。C 測線の左端は概ね A 測線の 500m

位置である(図 1参照)ので、C測線の断面図は概ねA測線の右側 2/3部分に対応する。

両図を見比べると「反射相の顔つき」は全く異なる。A 測線で回折波が顕著に見られ

る 700～500m は、C 測線では概ね 200～0m に対応する。C 測線のこの区間では、回

折波を識別することは困難であるが、標高-200m 以深で反射相の連続性が途切れてお



9 

 

り、図の 200m より右側とは構造に変化のあることを示している。A 測線に比べて、

C 測線の解析は、第 1 反射相を強調するようにマイグレーション処理が行われている

ようである。マイグレーション処理によって反射相以外は除去される。そのため C 測

線の断面図には明瞭な回折波が現われなかったと思われる。A 測線の深度断面図に回

折波が現われたのは、NMO 補正をした CDP 重合時間記録断面（マイグレーション

処理が行われていない）を深度断面に変換したものと思われる。CDP 重合時間記録

とマイグレーション処理記録の違いについては概説の記録の種類を参照されたい。 

 

 

 
図 6．マイグレーション後の時間断面図(上図)と深度断面図(下図). [5]の図-8、9. 

 

 

 なお、小島氏は「なお、Ｃ測線では発振点間隔を 5m としており､Ａ測線の 40m と比べて

細かいことから､より精度の良い結果が得られていると考えられる[4、6頁]」と意見を述べ

ているが、「発振点間隔 5m」は氏の錯誤と思われる。陸上の反射法地震探査では、予

め特別な目的がない限り、受振点間隔より細かく発振点間隔を設定することはない。

Ａ測線の発振点間隔は 40m であるが受振点間隔は 10m [6、28 頁]であるので、反射

点間隔は 5m になる（註 5 参照）。C 測線の探査仕様は公表されていないが、併行し

て行われた D 測線の発振点間隔は 30m 程度、受振点間隔は 10m である[5、3 頁]。C
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測線の探査仕様は D 測線と同じと考えられるので反射点間隔は A 測線と同じく 5m

である。また、発振点間隔が 30m と短くなったことによる S/N 比の向上は高々1～2

割程度である（註 5 参照）。記録の質の違いは解析処理に負うところが大きく、この

ことからも A 測線の深度断面図はマイグレーション処理が行われていない時間記録

を変換して得たものと推測される。 

 

7．記録の品質について 

(1) 基本的なデータ処理後の品質 

 震源はバイブレータによる起震である。D 測線は 12～60Hz の周波数を 16 秒間で

スイープする。１回のスイープによる投入エネルギーでは小さいので、1 発振点で 20

～50 回のスイープを繰り返して重合している。 

 スイープ波形の反射記録は、相関処理によってクラウダ―波形という爆破震源に相

当する短い波形に変換し、さらに波形の立ち上がりを明瞭にするためのデータ処理

（最小位相に変換する処理）を必要に応じて行う。しかし、図 4 に引用した CSP:41

の発振記録は、読み取るべき初動の立ち上がりに不明瞭な箇所があり、最小位相変換

処理は実施されていないと判断される。屈折法解析およびトモグラフィー解析で最も

重要な「初動の立ち上がりの時刻の読み取り」の誤差が大きく、構造の推定に誤差を

生じている恐れがある。少なくとも、モデル計算によってクラウダ―波形および最小

位相変換波形を示し、ノイズレベルに対する屈折波初動の信頼限界を示すべきである。 

 

(2) 弾性波探査の分解能 

 反射法地震探査の震動源は近似的に点震源と考えられる。理論的には、点震源にお

いてはフレネルゾーンが分解能の指標とされる。フレネルゾーンは、波長（＝速度÷

周波数）の平方根に比例するフレネル半径で表される。従って、弾性波の周波数が高

く波長が短いほど、フレネル半径は短く、分解能は高い。同じ周波数でも速度の小さ

い堆積層に比べ速度の大きい岩盤の波長が長いため、岩盤内部の分解能は低い。岩盤

の内部構造を調べるには発振周波数を大きくする必要がある。 

 バイブレータ震源のスイープ波形は、概説に説明したようにクラウダ―波形に変換

される。この波形の分解能は、スイープ波形のパラメータ（スイープ周波数、継続時

間、スイープ振幅、スイープの重合数）に依存するので、これらのパラメータを用い

て推定することができる。今回の反射記録の取得には、分解能とそれによる探査精度

がどこまで考慮されていたかは不詳である。 

 

(3) 屈折法・反射法解析後の信頼性の検証 

 解析結果の速度構造が妥当であるかどうかの検証は、求められた速度構造から、屈

折波形および反射波形の走時を計算して再現することによって行う。波形の再現はモ

デル計算によって簡単に図示することができることである。観測走時と再現走時とが

整合しない場合は、繰り返してデータ処理をすることになる。関電はこの検証を怠っ

ている。 
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8．まとめ 

大飯原発敷地の反射法地震探査および弾性波トモグラフィー解析の結果は、次のよ

うな地盤構造を示している： 

 

・A 測線反射深度断面には回折波が認められ、F-2～F-3 断層の延長方向に断層構造

のあることを示唆している。 

・D 測線トモグラフィー解析結果は、2 カ所に幅約 100m、深さ標高-50m 以深におよ

ぶ基盤の沈降部のあることを示している。基盤の沈降は階段状であり、伸長型の応

力で形成された正断層構造を示唆する。一方、基盤が基盤低から基盤高に移行する

変曲箇所で、上位層は撓曲の形状を成しており、圧縮型の応力によって形成される

逆断層の存在を示唆している。このような伸長型と圧縮型の構造の存在は、地史的

な累進変形過程を経ていたことを想起させる。 

・C 測線の発振記録は、屈折波の急激な走時異常を示し、屈折反射波が識別できる。

屈折反射波は断層によって生じたと考えられる。 

・上記の走時異常、回折波、屈折反射波は、敷地に存在する F-1～F-6 断層破砕帯の

延長方向である。 

 

  以上の探査記録の分析から、敷地の基盤は水平で均質であるとは判断できない。 

 

 

 

引用文献 
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[2] 関西電力株式会社、大飯原子力発電所運転差止等請求事件 準備書面（27）、令和

3 年 5 月 17 日 

[3] 澤田義博、意見書、2020 年 11 月（丙第 339 号証）. 

[4] 小島圭二、意見書、令和 2 年 11 月（丙第 340 号証）. 

[5] 関西電力株式会社、大飯発電所弾性波トモグラフィー解析および反射法地震探査

の結果について、2020 年 10 月（丙第 347 号証）. 
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委員会第 59 回審査会合資料 2-1、平成 25 年 12 月 18 日（乙全第 331 号）. 
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註 1．回折波 

(1) その成因 

 波の伝播に関するホイヘンスの原理によれば、進行する波面（地震波も）上の全て

の点がそこを起点とする二次波を出すとすると、次の時刻における波面は二次波の包

絡面で与えられる。すなわち、多数の二次波の合成と干渉（同位相である山と山、あ

るいは谷と谷が重なると合成、逆位相の山と谷だと打ち消す）によって波面が形成さ

れる。地層境界などの反射面で反射する反射波もこの原理により、反射面に到達した

波面が新たな一連の「点波源」となって二次波を生成し、合成及び干渉された包絡面

が反射波として地表の方向に還ってくる。しかし、断層などで反射面が途切れている

場合、反射面の端を「点波源」とする波は合成及び干渉が適切になされず、反射面の

ない位置に波が回り込んで「回折波」と名前を変えて地表の方向に向かう。 

 図に断層によって反射面が途切れた場合の反射記録の模式図を示す。反射面のある

位置での反射波は直下の反射面に至る往復走時であるが、反射面が途切れた先では、

端部からの回折波が端部からの距離の増加とともに遅れて記録される。回折波の走時

は双曲線型で、振幅は非常に小さい。 

 

断層構造による回折波列の模式図. 

  

(2) 回折波列の形と断層走向 

 波面は３次元的に伝播するので、どの方向に断層面・物質境界があっても回折波は

発生する。測線に平行な断層面が「回折源」になっている場合は、2 次元の反射記録

断面では反射波列と似たような連続的な波列になる。一方、測線に直交あるいは斜交

した断層面が「回折源」になっている場合は、典型的な双曲線状の回折波列が現れる。

回折波列の形状から求めた速度解析の結果は、「直交」の場合は反射波の速度解析の

結果と同等であり、平行の場合は理論的に無限の大きさの速度となり、斜交の場合は

対頂角に依るが直交の場合より大きくなる。 

 図 2 に示される本件の場合、回折波列の形状は双曲線状であり、測線の直交に近い

3、4 号炉建屋の方向に断層面が延びていることが危惧される。 
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註 2．オフセット VSP (Vertical Seismic Profiling)トモグラフィー 

・オフセット VSP：震源をボーリング孔から離れた地点（オフセット）に設置し、ボ

ーリング孔内の受振器で地震波を観測するデータ収録方法。下左図の様に、ボーリン

グ孔に多数の地震計をセットし、地表のオフセット震動源からの走時（震動源から地

震計まで波が到達するに要する時間）を計測する。 

・トモグラフィー (tomography)：コンピュータアルゴリズムによるデータ解析によ

って、波の通過経路の詳細な速度分布情報を得る手法。医学分野における X 線 CT な

どの断層写真技術（tomo＝切る、graphy=可視化）に類似。下右図の様に調査対象領

域をブロックに分け、各ブロックの地震波速度を仮定して、波が各ブロックを通過す

る時間の合計（理論走時）が観測走時に一致するように、各ブロックの速度を反復修

正して速度分布を求める。 

 図 3 のトモグラフィー解析では、震源は起震車によって数多く与え、地表面に並べ

た地震計の屈折波記録も合せて用いている。 

            

VSP トモグラフィー            ブロック分けと通過波線 

（物理探査学会、図解 物理探査、1989 の図 4-1、図 4-4 を引用、加筆） 

 

註 3．ミラージ現象 

 地層の地震波速度が深さと共に連続的に変化すること、通常は圧密などにより深さ

と共に増加する。下図に２層構造で、表層がミラージ層である場合と一定速度である

場合の波線と走時の模式図を比較して示す。 
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註 4．屈折波と屈折反射波 

 下図に２層構造が断層で断ち切られた場合の屈折波および屈折反射波の波線と走

時の模式図を示す。表層の速度を V1、下層を V2（V1＜V2）とし、震源から出た直

接波の層境界への入射角 iに対して、屈折角 e が 90°である場合を想定した図である。

このような入射角 i を臨界屈折角と言い、屈折波は境界面に沿って速度 V2 で横方向

に伝わる。この波は横方向に伝わりながら、順次、表層に入射角 90°で入射し、屈折

角 i で屈折して地表面に伝わる。地表で観測されるこの屈折波は、速度 V2 で伝わっ

ていることになる。以上は、波線理論による解釈で、直接波、屈折波の走時がうまく

説明できる。 

 屈折反射波は、境界面に沿って左方向に伝わる波が断層などで反射して、逆方向に

戻る波であり、走時曲線の傾きは、屈折波と同じになる（平行層の場合）。 

 

 ただし、図では下層に横向き矢印が記してあって、波が下層内を伝わるように描か

れているが、P 波や S 波が下層内を伝わるのではない。実際は、境界に沿って、上層

内を下層の速度で伝わるモード波（head wave と呼ばれる）が伝わる。P 波や S 波は

球面状に拡がって振幅が距離に反比例して減少するが、head wave は距離の二乗に反

比例して急速に減少する。しかも波形は入射波形の時間積分の形であり、ヌラっとし

ている。臨界角で屈折する波（臨界屈折波）と考えると、走時がうまく説明できるの

で波線理論を使うが、振幅の議論は波線理論では出来ない。 

 

 
屈折波および屈折反射波の模式図． 
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註 5．発振点と受信点の間隔と反射点の間隔の関係および S/N 比 

 下図に示すように、水平な反射層からの反射波線を考える。受振点間隔は 10m、発

振点間隔は上図は 40m（A 測線に対応）、下図は 30m（D 測線に対応）である。反射

点の間隔は両図とも 5m である。発振点の両側それぞれ 6 箇所の受振点で記録する場

合を考える。 

 S/N 比の改善は記録の数の平方根に比例する。70m 位置の受振点では、上図は 3

発震点、下図は 4 発震点からの波線を記録する。この場合、S/N 比は下図の方が 1.15

倍（√4/3）良好である。また、１受振点で、例えば両側 250m（全長 500m）の発振

点の反射波を記録したとすると、上図では 12 発振点の反射波、下図では 16 発振点の

反射波を記録するので、S/N 比は下図の方が 1.15 倍（√16/12）良い。なお、共通反

射点として利用できる反射波線の数も、反射点の両側の発振点の数に依り、測線の端

の方では少なくなっていく。 

 
受振点間隔：10m、発振点間隔：40m（上図）と 30m（下図）、反射点間隔：5m. 
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反射法地震探査の概説 

1．基本原理と解析処理 

①スネルの法則 

  地震波は、音波・光波と同様に波源から三次元的に拡がって、物体（地層）の

固有の速度で伝播する。地層の地震波速度が 

 異なる場合、境界で地震波は図に示すように

反射・屈折をする。入射角と屈折角の関係は

スネルの法則と呼ばれている。 

   sin (a) / V1 = sin (b) / V2 

   V1、V2：地震波の速度、 

   a：入射角、反射角、b：屈折角 

 

②臨界角屈折波 

  伝播速度 V2＞V1 の場合、b ＝ 90°となる入射角 a が存在する。この角度を臨

界角と言う。臨界角で入射した屈折波は境界に沿って伝播すると考える。屈折法

地震探査は、屈折角 a で V1 の層に屈折して戻る波を解析する（註 4 参照） 

 

③スイープ波形とクラウダー波形および垂直重合 

  反射法地震探査では振動源として起振車によるスイープ波形を使う。図に 3 つ

の反射層がある場合の反射波の模式図を示す。「入力波」は周波数が低周波数から

高周波数にスイープする。3 層からの「反射波 1、2、3」が時間差を持って到達し、

それらが重なった「記録」が得られる。この記録と「入力波形との相互相関」は、

図の最上段の「パルス状震源による記録」と同じ波形になる。相互相関による波

形を「クラウダ―波形」と称す。爆薬を使うパルス状震源は発震点の地盤構造を

破壊するが、起振車によるスイープ振源は地盤を破壊することなく、また場所を

選ばずに発振点を設定できる。さらに繰り返し発振することにより、記録の質を

上げることが出来る（スタッキングによる S/N 比向上：垂直重合と称す）。 

  

 
（佐々宏一・芦田譲・菅野強、建設・防災技術者のための物理探査 

1993、森北出版 の 図 4・40 を引用加筆） 
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④NMO 補正と速度解析および CDP 重合 

  反射波の地層境界での反射係数は一般に 20％以下であるので、反射波の振幅は

小さい。これに対処するために共通点からの反射を足し合わせて強調する（CDP

重合）。このために速度解析を行って NMO 補正を行う。 

 

・NMO 補正と速度解析 

 反射波の走時（波が伝わるに要する時間）は、発振点から遠いほど遅れる（下図(a)）。

この遅れを補正して発振点の位置で受振した場合に相当する記録（下図(b)）に変

換する操作を NMO（normal moveout）補正という。このために速度解析によっ

て速度 V1 を推定する（同一の走時になるような V1 を選ぶ）。 

 

・CDP 重合 

  受振点 R1～R6 の記録が発振点 S1～S6 の共通反射点からの反射波である場合

（下図(a)）、共通反射点の真上からの距離に応じた走時の遅れが生じている（下図

(b)）。これらの波形に、真上の発振点-受振点での記録に相当するように NMO 補

正を施し（下図(c)）、足し合わせて S/N 比の良好な反射波(下図(d))とする。この操

作を CDP（common depth point）重合という。 
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⑤マイグレーション処理 

  CDP 重合記録断面は、重合後の記録トレースを共通反射点の真上の点に並べて

ある。各トレースの反射波は地表から反射面に垂直に入射して戻ってくるまでの

往復走時の位置に表示される。すなわち、共通反射点は受振点の真下の位置にプ

ロットされている。このため、斜め方向から反射してきた波も真下に表示され、

記録断面上の反射面の位置や傾斜は実際の地下構造とは異なる。真の地下構造を

表すために反射面の位置などを移動（migration）させる処理をマイグレーション

処理という。この処理の計算には波動方程式に依拠した様々な方法が用いられる。 

  下図に傾斜角αの斜面のマイグレーションの模式図を示す。CDP 重合記録断面

では、共通反射点は受振点 R の真下 B にプロットされ、反射面の見かけの傾斜は

βである。走時が同じで垂直入射・垂直反射の点 A が真の共通反射点となる。真

の傾斜角αは見かけの傾斜角βよりも大きい。図の点線が見かけの傾斜面、実

線が真の傾斜面となる。 

 

 

⑥反射法地震探査の正確さは S/N 比と分解能とに決定的に依存する。反射法地震探

査における S/N 比（Signal to Noise Ratio）は、注目する反射波とノイズの総計

的な平均値（標準偏差等）の比率で表す。比率が大きいほどノイズが小さく、デ

ータの信頼性が高くなる。分解能の向上のために、波の位相特性を最小にするウ

エーブレット変換処理などを行う。 

⑦科学的に合理的な結果等が得られない場合は、データ再処理、さらには高度な特

殊処理（例えば、重合前深度マイグレーション）、そして高分解能なデータ取得を

行う。 

  



19 

 

 

2．反射法地震探査の記録の種類 

①発振記録：P 波と S 波の直達波、反射波、屈折波、さらに表面波、多重反射波、

散乱波、回折波、屈折反射波など、すべての地下構造の情報が弾性波の挙動とし

て現れている最も基本的な記録。 

②反射時間記録：地層境界を反射面として摘出するために、速度解析と NMO 補正

（水平重合法データ処理）を適用した記録。反射波と回折波以外は基本的に除去

される。堆積層の構造や内部構造、石油・天然ガスの存在の推定に有効な記録。

地震波速度や密度の変化の小さい基盤内部の構造変化は摘出が困難。 

③マイグレーション処理記録：地下構造の傾斜や起伏によって生ずる反射時間記録

の歪みや位置のずれを正す処理（マイグレーション処理）を施した記録。マイグ

レーション処理が適切に行われると、回折波や屈折反射波などは出ない。処理に

用いる速度に誤差があると記録の分解能が水平方向に低下、とりわけ深さ方向は

著しく低下する。 

④深度記録：反射時間記録、あるいはマイグレーション処理記録に適当な速度分布

を乗じて深度断面に変換した記録。 
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昭和 44 年 3 月 京都大学大学院理学研究科修士課程修了 

昭和 48 年 3 月 京都大学大学院理学研究科博士課程修了 

昭和 48 年 4 月 石油資源開発株式会社 入社 (物理探鉱部) 

平成10年6月 石油資源開発(株) 取締役 就任（探鉱本部副本部長） 

平成14年7月 石油資源開発(株) 顧問 就任 (九州地熱(株) 代表取締役社長) 

平成16年2月 日本大陸棚調査(株) 専務取締役 就任 

平成20年4月 石油資源開発(株) 社長命嘱託 就任 ((株)地球科学総合研究所技術顧問) 

平成21年8月 川崎地質(株) 技術本部顧問 就任 

平成28年7月 同顧問 退職 

 

専門分野 

応用地球物理学（物理探査・石油探査及び開発・地熱探査及び開発 

            ・大陸棚海洋底物理探査及び地質評価） 

 

学会役員 

  平成 12 年 6 月～平成 14 年６月 公益社団法人物理探査学会 副会長 

  平成 24 年 6 月～平成 28 年 6 月 NPO 法人もったいない学会 副会長 

 

大学非常勤講師 

  早稲田大学理工学部資源工学 専門選択履修科目「探査工学」15講時、（昭和61年～平成7年） 

大学集中講義： 

  東京大学理学部地質学鉱物学科 専門選択履修科目「サイスミック層序学」集中講義（2年間） 

  京都大学工学部資源工学科 専門選択履修科目「石油探鉱」 集中講義（1年） 

  芝浦工業大学大学院工学研究科 専門選択履修科目「エネルギー学」集中講義（1年） 

 

主要著作目録： 

 「オイルフィールド・エンジニアリング入門」 2002 年 海文堂出版 

 「石油ピークはなぜ終わるか」   2013 年 東洋出版 

 「21 世紀文明転換とエネルギー選択」  2015 年 金融ブックス 

 「シェアリングエコノミー」   ２018 年 幻冬舎 

 「脱コロナと SDGｓの未来学－情報文明の成立と持続可能な社会の道標」 

        2021 年 22 世紀アート 




